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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第１期 

決算年月 平成19年３月 

売上高（百万円） 168,918 

経常利益（百万円） 2,611 

当期純利益（百万円） 917 

純資産額（百万円） 37,272 

総資産額（百万円） 99,986 

１株当たり純資産額（円） 1,430.80 

１株当たり当期純利益

（円） 
38.21 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益（円） 
－ 

自己資本比率（％） 37.16 

自己資本利益率（％） 2.47 

株価収益率（倍） 23.55 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー（百万円） 
3,114 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー（百万円） 
△2,752 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー（百万円） 
△1,887 

現金及び現金同等物の期末

残高（百万円） 
16,785 

従業員数 

 （外、平均臨時雇用者数）

（人） 

1,291 

(488) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

回次 第１期 

決算年月 平成19年３月 

売上高（百万円） 478 

経常利益（百万円） 215 

当期純利益（百万円） 192 

資本金（百万円） 

(発行済株式総数)（株） 

1,000 

(25,976,221) 

純資産額（百万円） 35,094 

総資産額（百万円） 35,174 

１株当たり純資産額（円） 1,351.51 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額)

（円） 

5.25 

 (－) 

１株当たり当期純利益

（円） 
7.41 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益（円） 
－ 

自己資本比率（％） 99.77 

自己資本利益率（％） 0.55 

株価収益率（倍） 121.46 

配当性向（％） 70.85 

従業員数 

 （外、平均臨時雇用者

数）（人） 

37 

(4) 



２【沿革】 

年月 事項 

平成18年３月  ㈱ほくやくおよび㈱竹山（以下「両社」）が株式移転により完全親会社である共同持株会社を設立

し、両社がその完全子会社となる経営統合に基本合意  

平成18年６月  両社の株主総会において株式移転による持株会社設立を承認  

平成18年９月  当社設立  

平成18年９月  札幌証券取引所上場  



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社と連結子会社である㈱ほくやく、㈱竹山、㈱マルベリー、㈱三興保険サービス、㈱テイ・エ

ス・エス、㈱ほくやくＵＤＩ、㈱アーバン調剤、㈲北斗、㈱ほくやくフレンテ、㈱テスコ、㈱北海道医療情報サービ

スと持分法適用の関連会社である㈱アグロジャパンで構成されております。 

 それぞれが営んでいる主な事業は次のとおりであります。 

 なお、次の事業区分は、「第５経理の状況 １ (1）連結財務諸表注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の

区分と同一であります。 

（注）１．㈱ほくやくは、医薬品事業と医療機器事業を営んでいます。  

２．㈱マルベリーは、調剤事業と介護事業を営んでいます。  

事業区分 会社名 事業内容 

医薬品事業 

㈱ほくやく（注）１ 医療用医薬品・一般用医薬品の卸売 

㈱アグロジャパン  農畜産用薬品の販売  

㈱ほくやくフレンテ 人材派遣業 

 医療機器事業 
㈱ほくやく（注）１  医療機器等の卸売  

㈱竹山  医療機器等の卸売   

  ㈱テスコ  医療機器等の卸売   

調剤事業 

㈱マルベリー（注）２ 調剤薬局 

㈱アーバン調剤  調剤薬局 

㈲北斗 調剤薬局 

 介護事業 
㈱マルベリー（注）２  介護用品等のレンタル  

㈱ほくやくＵＤＩ  介護・福祉コンサルティング  

その他 

㈱ほくやく・竹山ホー

ルディングス 
子会社の経営指導業務等 

㈱テイ・エス・エス コンピュータ・ソフトウェアの開発・販売及び計算業務の受託 

㈱三興保険サービス  保険代理店  

㈱北海道医療情報サー

ビス 
SPD（院内物流）・新規開業支援 



 主な事業の系統図は次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

    ２．議決権の所有割合の（ ）は、間接所有割合で内数となっております。  

    ３．特定子会社であります。  

４．持分は100分の50でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

５．㈱ほくやくについては売上高（連結会社相互間の内部売上を除く。）の連結売上高に占める割合が10%を超

えております。  

主要な損益情報   (1)売上高    145,660百万円  

(2)経常利益        2,278百万円  

(3)当期純利益        679百万円  

(4)純資産額       32,085百万円 

(5)総資産額       82,266百万円 

６．㈱竹山については売上高（連結会社相互間の内部売上を除く。）の連結売上高に占める割合が10%を超えて

おります。  

主要な損益情報   (1)売上高     19,045百万円  

(2)経常利益          261百万円  

(3)当期純利益        138百万円  

(4)純資産額        2,910百万円 

(5)総資産         14,377百万円  

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容 

議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

株式会社ほくやく 

（注）３，５ 
札幌市中央区 4,964 

医療用医薬品・一

般用医薬品卸売 
100.0 

経営指導 

業務受託 

役員の兼務 

株式会社竹山 

（注）３，６ 
札幌市東区 48 医療機器等卸売 100.0 

経営指導 

役員の兼務 

株式会社マルベリー

（注）２，３ 
札幌市北区  272 

調剤事業、介護用

品等のレンタル 

100.0 

 (100.0) 
  

株式会社ほくやくフレン

テ （注）２ 
札幌市中央区  50 人材派遣 

100.0 

(100.0) 
業務受託  

株式会社テイ・エス・エ

ス （注）２ 
札幌市中央区  30 

コンピュータソフ

ト開発・販売等  

100.0 

(100.0) 
  

株式会社アーバン調剤

（注）２  
小樽市  20 調剤事業  

100.0 

(100.0) 
  

株式会社北海道医療情報

サービス （注）２  
札幌市中央区  20 

ＳＰＤ（院内物

流）、新規開業支

援  

100.0 

(100.0) 
業務受託  

株式会社三興保険サービ

ス （注）２  
札幌市北区  10 保険代理店  

100.0 

(100.0) 
  

株式会社テスコ  

 (注）２ 
札幌市東区  10 医療機器等卸売  

95.2 

(95.2) 
  

株式会社ほくやくＵＤＩ

（注）２  
札幌市中央区  10 

介護・福祉コンサ

ルティング  

100.0 

(100.0) 
業務受託  

有限会社北斗  

（注）２，４ 
札幌市手稲区  90 調剤事業  

50.0 

(50.0) 
業務受託  

（持分法適用関連会社）           

株式会社アグロジャパン

（注）２  
新潟市 90 農畜産用薬品卸売 

44.0 

(44.0) 
  



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除く。）であり、臨時雇用者数（臨時社員を

含む。）は、当連結会計年度の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は、税込支給額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

２．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除く。）であり、臨時雇用者数（臨時社員を含む。）は当

事業年度の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従   業   員   数 （人） 

医薬品事業 614 (385)  

医療機器事業 403 ( 14)  

調剤事業 133 (  8)  

介護事業 38 ( 62)  

その他 103 ( 19)  

合計 1,291 (488)  

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

37（4）  46.87 21.37 6,012,154 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当期におけるわが国経済は、原油高をはじめとする原材料価格の高騰など懸念材料はあるものの、企業収益改善

に伴う設備投資の増加と雇用所得の改善による個人消費の増加もあり、緩やかな回復基調で推移いたしました。 

医療業界におきましては、製薬メーカーの再編活発化の動きや国の医療費抑制策に基づくさまざまな医療制度改

革により、当社グループを取り巻く経営環境は依然厳しい状況で推移いたしました。 

このような環境下、当社は、平成18年９月29日に、株式移転により㈱ほくやくと㈱竹山を完全子会社とする共同

株式会社として設立されました。北海道における市場全体を網羅する総合ヘルスケア企業グループへの業態転換を

目指して、統合シナジーを早期に実現すべく各種施策を展開しております。 

昨年10月にグループ物流体制の基盤整備と競争力強化をめざして㈱ほくやくフレンテが本格稼動しました。ま

た、営業面での相乗効果と効率化をめざして、今年１月には㈱ほくやく、㈱竹山両社の北見市における営業拠点を

統合いたしました。さらに次期基幹システムの構築に向けたプロジェクトと並行して、当社グループの共通管理業

務集約による効率化を目的とした「事務センター」設立のプロジェクトをスタートさせました。  

以上の結果、当期の連結業績につきましては、連結売上高は1,689億18百万円、連結経常利益は26億11百万円と

なりましたが、連結当期純利益におきましては９億17百万円となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

医薬品事業におきましては、平成18年４月に平均6.7%の薬価引下げが実施され、後発医薬品の使用促進などもあ

って厳しい市場環境となりましたが、生活習慣病用薬や高齢化の進展を背景とした循環器用薬の売上伸長などでカ

バーした結果、売上高は1,373億24百万円となる中で、利益面ではメーカーとのプロモーション活動や医業情報な

どによるフィービジネスの推進や経費率の抑制努力などにより、営業利益は17億89百万円となりました。 

医療機器事業におきましては、整形外科領域の拡大や放射線検査機器類等の画像関連機器の売上が好調であった

こと、また、眼科領域をはじめとした新規開業先での売上が寄与したしました。以上の結果、売上は234億32百万

円、営業利益は２億21百万円となりました。  

調剤事業におきましては、長期投薬の影響による処方箋枚数の減少や薬価差益の縮小傾向が引き続きみられ、処

方箋付加価値の向上や在庫管理の充実の強化を行ってまいりました。以上の結果、売上高は54億81百万円、営業利

益は32百万円となりました。 

介護事業におきましては、介護保険制度の大幅な改正により、経過措置経過以降における介護用品のレンタル・

販売の需要低下傾向が続きました。以上の結果、売上高は11億58百万円、営業利益は85百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売掛債権の減少等によ

り、当連結会計年度末には167億85百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は31億14百万円となりました。これは税金等調整前当期純利益が21億73百万円、

売上債権の減少が14億42百万円、仕入債務の増加が６億73百万円等の要因によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は27億52百万円となりました。これは主に㈱ほくやく札幌西業務センター土地・

社屋購入等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は18億87百万円となりました。これは主に配当金の支払と短期借入金の返済によ

るものであります。  

（新連結子会社の現金及び現金同等物の受入高） 

新規連結子会社の㈱竹山27億16百万円、㈱テスコ53百万円、㈱北海道医療情報サービス11百万円、合計額27億

81百万円となりました。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

当社は、平成18年９月29日付で、医薬品卸売業の株式会社ほくやくと医療機器卸売業の株式会社竹山の二社が株

式移転による経営統合を行い、北海道の市場全体を網羅する総合ヘルスケア企業グループ流通業への業態転換をめ

ざしてスタートいたしました。当社グループを取り巻く環境は、医療費抑制策の影響により、依然不透明で厳しさ

を増すとともに、市場の全国化の傾向がますます早まることが予想されます。このような状況の中、当社および当

社グループがさらに成長し、勝ち残っていくためには、統合シナジーを早期に実現させることが必要となります。

今後は、これまで以上に質の高い情報提供、利便性の高い医療と医療機器の統合営業力、行き届いた共同物流力な

どを発揮することにより、お得意様に対するさらなるサービスレベルの向上を図ってまいります。  

また、変化する業界環境に対応していくためには、グループ全体の一層の効率化と財務体質の基盤強化が不可欠

であり、情報システムと物流体系の再構築を図るとともに、グループ各社におけるキャッシュフロー重視の経営を

徹底してまいります。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

医薬品事業（百万円） 128,037 － 

医療機器事業（百万円） 37,411 － 

調剤事業（百万円） 4,009 － 

介護事業（百万円） 297 － 

その他（百万円） 1,120 － 

合計（百万円） 170,877 － 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

医薬品事業（百万円） 137,324 － 

医療機器事業（百万円） 23,432 － 

調剤事業（百万円） 5,481 － 

介護事業（百万円） 1,158 － 

その他（百万円） 1,521 － 

合計（百万円） 168,918 － 



４【事業等のリスク】 

当社では、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項、また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても

積極的な情報開示の観点から開示することとしております。組織的には、リスク管理部を設置し、これらのリスク

を包括的に把握するとともに、社内への啓蒙にも努めております。 

（1）株式移転設立完全親会社としてのリスク 

グループ各社の諸要因に基づく業績の急激な変動が、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

（2）法的規制について 

当社グループの中核をなす医薬品卸会社および医療機器卸会社は、医薬品および医療機器等を販売するにあた

り、許可・登録・指定・免許および届出を必要としております。 

  

なお、当社は上記以外にも完全子会社である株式会社ほくやくおよび株式会社竹山における事業等のリスクを包

括的に抱えることとなります。  

 株式会社ほくやく 

①国の医療費抑制策の影響について  

同社の主力商品である医療用医薬品においては、高齢化の進展や新薬開発効果などにより数量ベースでの需要拡

大傾向は続いておりますが、国の医療費抑制策が市場規模の拡大を抑制する要因となり、売上および利益にも影響

を及ぼします。投薬期間制限緩和や医療費本人負担割合の増加などが市場規模の拡大を抑制する要因となっており

ます。また、２年に一度実施される薬価基準引き下げも医療用医薬品の販売価格に大きな影響を及ぼす一つの要因

になっております。 

このような影響への対策としては、財務体質の強化が不可欠の条件と捉えており、今後もキャッシュ・フローを

重視した経営を進めてまいります。 

②債権管理について 

同社の事業では、医療機器をはじめとしたお得意先に対し、多額の売上債権を持っております。それらのお得意

先においては、近年の医療費抑制政策等に伴う財務状況の悪化が懸念される先もあり、同社の債権管理にも悪影響

を及ぼす可能性があります。これに対し同社は、取引の信用リスクの最小化を目的に「与信管理システム」による

個別売上債権の管理を強化しております。また、売上債権の保全を目的として保証・担保を受け入れ、回収不能時

に発生する損失の見込額については、個別状況に応じて貸倒引当金を計上しております。今後、債権管理を一層強

化して行く方針でありますが、お得意先の財務状況等の悪化により、売上債権回収不能が発生した場合、追加引当

が必要となる可能性があります。 

③物流機能について 

同社では、お得意先に対する法令に準拠した安定的かつ安全な物流機能が不可欠であるとの認識にもとづき物流

管理をおこなっております。特に、「インシデント（物流に関わる事故）」や遅配・誤配が発生した場合には、グ

ループ全体に対するお得意先の信頼を損なう事態にもなりかねないとの認識をしております。このため、インシデ

ントを毎月「物流安全委員会」に報告して原因から経過までの問題を認識し、再発防止を社内で共有する管理体制

を取っております。 

④カスタマーセンターの運用並びに情報システムについて  

同社では、事業の効率化と標準化を目的として、医療機関等のお得意先からの電話による受注業務並びに仕入先

への発注業務についてカスタマーセンターでの一元管理を進めております。このカスタマーセンターの業務は情報

システムに大きく依存しております。  

同社の情報システムは、事業運営のインフラ（基盤）として全ての業務の最適化と競争力強化を目的に構築して

おり、上記の受・発注業務の他、物流業務、経理業務等についても情報システムを活用しております。このため、

予測不可能な災害や通信網提供業者による障害の発生等の様な事態が生じた場合には、一時的にも通常の営業業務

が出来なくなる可能性があることも認識しております。  

そのための対策として、カスタマーセンター独自の通信網の二重化並びに受注情報データのバックアップ体制を

取っております。  

⑤薬事法等の規制について  

同社の中心的な取扱商品が医薬品であることから、日常の業務については薬事法等の規制を受けるとともに、麻

薬・向精神薬・劇薬などについては厳重な管理を求められており、万一、紛失等の事故が起きた場合には社会的な

信用に影響が出る可能性があります。そのため、このような医薬品を保管する場所には、これらの法律に精通した

管理薬剤師を常時配置し、厳格な対応を行っております。社内組織においても薬事管理室を設置し、管理マニュア

ルに基づいた医薬品の管理体制を徹底するとともに、チェック体制におきましても、物流部や内部監査室による定

期的な監督・指導を実施しております。また、社内教育としては、全社員を対象とした薬事研修を実施するなど、

全社を挙げて管理体制の充実を図っております。  



 株式会社竹山 

債権管理につて  

同社におきましても、医療機関を中心としたお得意先に対し多額の売上債権を有しております。それらのお得意

先においては、近年の医療費抑制政策等に伴う財務状況の悪化が懸念される先もあり、同社の債権管理にも悪影響

を及ぼす可能性があります。これに対し同社は、個別売上債権の管理を強化しております。また、売上債権の保全

を目的として保証・担保を受け入れ、回収不能時に発生する損失の見積額については、個別状況に応じて貸倒引当

金を計上しております。今後、債権管理を一層強化して行く方針でありますが、お得意先の財務状況等の悪化によ

り、売上債権回収不能が発生した場合、追加引当が必要となる可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 当連結会計年度において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

○ 「株式移転計画」  

連結子会社の株式会社ほくやくと株式会社竹山（以下、「両社」という）は、平成18年５月19日に株式移転計画

を締結いたしました。平成18年６月28日開催の株式会社ほくやくの定時株主総会および平成18年６月29日開催の株

式会社竹山の定時株主総会の承認を経て、平成18年９月29日に株式移転により当社を設立しております。  

①株式移転の理由  

従来より業務提携関係にあった医薬品卸売事業を営む株式会社ほくやくと医療機器卸売事業を営む株式会社竹山

との間において、両社それぞれが有する強い顧客基盤と医療用医薬品・医療機器のノウハウをもって医療機関同士

の連携が進む市場の変化に対応するとともに事業を強化するものであります。  

②株式移転の内容 

（イ）両社の株主に対する株式の割合  

(a)株式会社ほくやくの株主  

普通株式１株に対し、株式会社ほくやく・竹山ホールディングスの普通株式１株  

(b)株式会社竹山の株主  

普通株式１株に対し、株式会社ほくやく・竹山ホールディングスの普通株式4.75株  

（ロ）完全親会社の資本金および準備金  

(a)資本金  

10億円  

(b)準備金  

10億円  

（ハ）利益配当の限度額  

株式会社ほくやくは、株式移転期日の前日の最終の株主名簿に記載された株主または登録質権者に対し、総

額120百万円（１株につき5.25円）を限度として剰余金の配当を行うことができるものとします。また、株

式会社竹山は、株式移転期日の前日の最終の株主名簿に記載された株主または登録質権者に対し、総額2百

万円（１株につき2.5円）を限度として剰余金の配当を行うことができるものとします。  

③完全子会社の内容 

（イ）株式会社ほくやくの概要  

(a)事業内容  

医薬品、衛生材料、介護福祉用品等の卸売  

(b)設立年月  

昭和24年10月  

(c)本店所在地  

札幌市中央区北11条西14丁目１番１号  

(d)代表者  

代表取締役社長執行役員  眞鍋 雅昭  

(e)資本金、株主資本、総資産（平成18年９月30日現在）  

資本金  4,964百万円  

純資産  31,854百万円  

総資産  83,448百万円  



（ロ）株式会社竹山の概要  

(a)事業内容  

医療機器・理化学機械等の卸売  

(b)設立年月  

昭和21年11月  

(c)本店所在地  

札幌市東区北６条東２丁目２番15号  

(d)代表者  

代表取締役社長執行役員  茂野 護  

(e)資本金、株主資本、総資産（平成18年９月30日現在）  

資本金     48百万円  

純資産   2,793百万円  

総資産  14,972百万円  



６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

（１）当連結会計年度の経営成績の分析  

当社は、平成18年９月29日に、株式移転により㈱ほくやくと㈱竹山を完全子会社とする共同持株会社してスター

トいたしました。当連結会計年度におきましては、統合シナジーを早期に実現すべく、各種施策の一環として両社

の拠点統合にも着手いたしました。当社グループの主力の事業フィールドである医薬品事業におきましては、平成

18年４月に平均6.7％の薬価引下げが実施され、後発医薬品の使用促進などもあって厳しい市場環境となりました

が、生活習慣病用薬や高齢化の進展を背景とした循環器用薬の売上伸長などもあり、比較的安定した推移となりま

した。利益面ではメーカーとのプロモーション活動や医業情報などによるフィービジネスの推進や経費率の抑制努

力などの効果もありました。以上の結果、連結業績につきましては、売上高は1,689億18百万円、営業利益は20億

41百万円、経常利益は26億11百万円、当期純利益は９億17百万円となりました。 

（２）経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因としては、主力商品の医療用医薬品において、高齢化進展に

伴う市場の拡大や製薬メーカーからの新薬供給などがあるため、現在のところ販売数量としては毎期増加傾向にあ

ります。しかしながら、国の医療費抑制策（とくに薬剤費抑制策）が売上高および利益に大きな影響を及ぼしま

す。医療費本人負担割合の引き上げ実施や投薬期間制限緩和政策にともなう受診率の低下などが市場規模そのもの

を縮小させる要因となっております。また、２年に一度実施される薬価基準の引き下げも市場規模そのものを縮小

させる大きな要因となり、当グループの経営成績に重要な影響を与える要因となっております。 

（３）戦略的現状と見通し 

 当社グループは、平成18年９月29日設立の共同持株会社を中心とする総合ヘルスケア企業グループであり、予

防・診断・治療・調剤・リハビリ・介護にかかわる多角的な事業の展開を通じて、地域におけるお得意様との更な

る「つながり」の強化を実現しております。グループ各社の統合営業力の発揮によるお得意様とのコミュニケーシ

ョン強化、さらには営業競争力向上の観点からの提案型営業を一層強化してまいります。また、変化する業界環境

に対応していくためには一層のグループ内での効率化とグループ各社の財務体質の基盤強化が不可欠であり、現在

推進中の各プロジェクトのスピードアップによる物流・システムの再構築を急ぐとともに、キャッシュ・フロー重

視の経営に引き続き取り組んでまいります。 

通期の連結業績見通しにつきましては、売上高1,880億円、営業利益21億円、経常利益26億50百万円、当期純利

益10億円を見込んでおります。 

（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、31億14百万円増加しましたが、投資活動

によるキャッシュ・フローが27億52百万円減少したことにより、15億25百万円の支出となっております。これは、

設備投資が大きな要因となっており、現金預金残高は、15億25百万円減少し167億85百万円となりました。 

（５）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社は、昨年９月に㈱ほくやくおよび㈱竹山の経営統合により、北海道における市場全体を網羅する総合ヘルス

ケア企業グループへの業態転換をめざして設立いたしました。当社グループを取り巻く最近の事業環境の流れを大

きく３つの内容として捉えております。第一は、医薬品をはじめとした市場全国化の流れが一段と加速してきてい

ること。第二に、ヘルスケア市場におけるサービスが単なる医療サービスだけでなく、介護・診断・予防・リハビ

リなどの多様化傾向が進んできていること。第三に、企業の経営効率の追求が社会的要請になってきていることで

あります。 

当社グループは、これらの事業環境の流れを経営課題と捉え、以下の方針にもとづき各種施策に取組んでおりま

す。 

①経営統合による相乗効果（３つの「しんか」）の実現 

ａ．市場の取組みへの「深化」  

医療費抑制策を始めとした諸々の制度改革によって変化するヘルスケア市場においては、お得意先とのコミ

ュニケーションの確保・強化が最も重要な要素であると捉えております。そのため、地域における最大の取引

情報量をベースにしたグループ企業間の連携と情報の共有により、お得意先一軒一軒のコミュニケーションレ

ベルの分析・向上を通じて、的確な市場ニーズの把握に努めております。 



ｂ．経営統合による機能の「進化」 

経営統合により、医薬品と医療機器・医療材料との機能連携が可能となりました。それにより、お得意様へ

の一層のサービス向上をめざして、営業部門における「ワンストップ・サービス」の実現に向けた取組みを行

っております。具体的には、医薬品と医療材料両方の提供を可能とする「トータルＳＰＤ（院内物流）」への

取組みを行ってまいります。また、新規医療機関の開業に対する組織的な対応を積極的に行うほか、コンサル

ティング事業の充実を図ってまいります。 

また、物流部門におきましては、拠点統合による管理の効率化とお得意先への利便性の提供を実現してまい

ります。さらにシステム部門におきましては、拡張性と効率性の両面を備えた新基幹システムの構築を行って

おります。  

ｃ．業態転換による企業「真価」の確立 

ヘルスケア市場におけるサービスが単なる医療サービスだけでなく、介護・診断・予防・リハビリなどの多

様化傾向が強まっている背景として、大きくは「社会保障制度」という枠組みの存在があります。当社グルー

プはこうした状況の中での企業活動として、医薬品事業、医療機器事業、調剤事業、介護事業など連携した活

動を行うとともに、各事業の拡大を図ってまいります。 

②ホールディングス・ガバナンスの確立 

当社グループは、ほくたけホールディングスを中心とした企業グループで構成されており、子会社・孫会社の経

営の透明性と責任および権限の明確化を図ってまいります。ホールディングスとしては、今後もグループ各社の効

率化と財務体質の強化を推進してまいります。そのため、グループ各社管理業務のホールディングスへの一極集中

化を推進するとともに、今後もキャッシュ・フローを重視した経営を進め、全国トップレベルの効率経営の企業グ

ループを目指してまいります。 

③コンプライアンスの強化 

当社グループの社会的信用の一層の向上をめざして、グループ内でのコンプライアンスを強化してまいります。

当社グループに関連する各種法令の遵守とともに、内部統制システムの整備やグループ内就労環境の整備を進めて

まいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資額は27億49百万円であります。主な内容は、医薬品事業における販売業務の強化

を図るため平成18年６月に㈱ほくやく札幌西業務センターの社屋・土地の購入（24億65百万円）を行ったことであり

ます。  

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

（平成19年３月31日現在）

  

（平成19年３月31日現在）

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具、工具器具備品及び建設仮勘定であります。 

２．従業員数の（ ）は、年間平均の臨時従業員を外書しております。 

３．上記の他、リース契約による主な賃借設備は、下記のとおりであります。 

(1）提出会社  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の
内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

株式会社ほく
やく・竹山ホ
ールディング
ス 

本社 
（札幌市中央区） 

その他 備品  －   － 
－ 

(－)
 0 0   37( 4)

(2）国内子会社  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の
内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

株式会社ほく
やく 

本社 
（札幌市中央区） 
 他22支店等 

医薬品事業 
販売設
備 

4,136 1  
5,720 

(137,621)
207 10,066 

437 

 (110)

株式会社竹山 
本社  

（札幌市東区） 
 他15支店等 

医療関連事業 
販売設
備  

270 －  
699 

(9,231)
18 988 

383 

 ( 14)

㈱マルベリー 
本社 

（札幌市北区） 
調剤事業 

調剤機

器 
187 － 

232 

(2,141)
46 465 

147 

（ 49）

㈱三興保険サー

ビス 

本社 

（札幌市北区） 
その他 

販売設

備 
－ － 

－ 

(－)
0 0 

－

（  1）

㈱テイ・エス・

エス 

本社 

（札幌市中央区） 
その他 

販売設

備 
2 2 

－ 

(－)
3 7 

41

(  4) 

㈱ほくやくＵＤ

Ｉ 

本社 

（札幌市中央区） 
介護事業 なし － － 

－ 

(－)
－ － 

14 

( 13) 

㈱アーバン調剤 
本社 

（北海道小樽市） 
調剤事業 

調剤機

器 
41 － 

70 

(296.46)
2 114 

5 

（  3）

㈲北斗  
本社  

（札幌市手稲区）  
調剤事業  

販売設

備  
－ － 

－ 

(－)
0 0 

5 

(  5) 

㈱ほくやくフレ

ンテ 

本社  

（札幌市中央区）  
医薬品事業 なし － － 

－ 

(－)
－ － 

197 

(275) 

㈱テスコ  
本社  

（札幌市東区）  
医療関連事業  備品 － － 

－ 

(－) 
0 0 

－ 

(－) 

㈱北海道医療情

報サービス  

本社  

札幌市中央区  
その他  備品  － － 

－ 

(－) 
0 0 

25 

( 10) 

種類 数量 リース期間（年） 
リース料金（年間） 

（百万円） 
リース契約残高 
（百万円） 

事務用機器 

（ホストコンピューター他） 

（所有権移転外ファイナンス・

リース） 

一式 ５～６年 207 350 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループは、いくつかの事業を行っており、期末時点ではその設備の新設・拡充の計画を個々のプロジェクト

ごとに決定しておりません。そのため、事業の種類別セグメントごとの数値を開示する方法によっております。 

 当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設・拡充）は、13億71百万円であり、事業の種類別セグメントごとの

主な内訳は次のとおりであります。 

 （注）１．金額には消費税等を含んでおりません。 

２．経常的な設備の更新のための除売却を除き、重要な設備の除売却の計画はありません。 

事業の種類別セグメン
トの名称 

平成19年３月末計画金額 
（百万円） 

設備等の主な内容・目的 資金調達方法 

医薬品事業  1,119 物流センター新築  自己資金  

医薬品事業   99 
医療関連事業との統合による社屋改

修  
自己資金  

調剤事業  100 新規出店  自己資金  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）株式移転による設立に伴う増加であります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数
（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 25,976,221 25,976,221 札幌証券取引所 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 25,976,221 25,976,221 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数 
        （株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
  （百万円） 

資本金残高 
  （百万円） 

資本準備金増
減額 
  （百万円） 

資本準備金残
高 
  （百万円） 

平成18年９月29日

(注） 
25,976,221 25,976,221 1,000 1,000 1,000 1,000 



(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式9,294株は、「個人その他」の欄に18単元及び「単元未満株式の状況」の欄に294株を含めて記載し

ております。 

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ4

単元及び102株含まれております。 

(6）【大株主の状況】 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 11 1 145 20 － 865 1,042 － 

所有株式数（単元） － 5,806 － 20,571 3,037 － 22,238 51,652 150,221 

所有株式数の割合

（％） 
－ 11.18 0.00 39.71 5.85 － 43.26 100.00 － 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

眞鍋 五郎 北海道旭川市 1,604 6.18 

アステラス製薬株式会社 東京都中央区日本橋本町２丁目３番11号 1,499 5.78 

有限会社いつわ企画 札幌市中央区北11条西14丁目１番１号 892 3.44 

田辺製薬株式会社 大阪市中央区道修町３丁目２番10号 844 3.25 

株式会社北海道銀行 札幌市中央区大通西４丁目１番地 836 3.22 

ほくたけ従業員持株会  札幌市中央区北11条西14丁目１番１号  804 3.10 

株式会社北洋銀行 札幌市中央区大通西３丁目11番地 708 2.73 

クレディスイスユーロピービ

ークライエントエスエフピー

ブイエル  

（常任代理人 シティバン

ク・エヌ・エイ東京支店） 

東京都品川区東品川２丁目３番14号  694 2.67 

國本 和郎 北海道旭川市 544 2.09 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 492 1.90 

計 － 8,920 34.35 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）上記「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ

2,000株及び102株含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の

数4個が含まれております。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式       9,000 
－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  25,817,000 51,630 同上 

単元未満株式 普通株式     150,221 － 同上 

発行済株式総数           25,976,221 － － 

総株主の議決権 － 51,630 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱ほくやく・竹山

ホールディングス 

札幌市中央区北11

条西14丁目１番１

号 

9,000 － 9,000 0.04 

計 － 9,000 － 9,000 0.04 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

【株式の種類等】 
  
  

会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得並びに旧商法第221条第６項の規定に基づく単
元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取
得 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年12月20日）での決議状況 

（取得期間 平成18年12月26日～平成18年12月29日） 
3,583 4,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 3,583 3,153,040 

残存決議株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － － 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） － － 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 5,922 5,301,000 

当期間における取得自己株式  591 520,986 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
211 187,480 － － 

保有自己株式数 9,294 － 9,885 － 



３【配当政策】 

剰余金の配当につきましては、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、業績に裏付

けられた安定的でかつ継続的な配当を経営の最重要課題の一つと位置づけております。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。  

これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。  

この方針に基づき、当期配当金は１株につき５円25銭とさせていただきました。  

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、札幌証券取引所におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、札幌証券取引所におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年５月17日 

取締役会 
136 5.25 

回次 第１期 

決算年月 平成19年３月 

最高（円） 950 

最低（円） 840 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 950 940 900 900 900 940 

最低（円） 930 880 860 840 880 850 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長執行役員 
－  眞鍋 雅昭 昭和17年11月27日生 

昭和40年４月 株式会社一の眞鍋五郎薬局

（現㈱ほくやく）入社  

平成３年４月 株式会社バレオ（現㈱ほくや

く）代表取締役社長 

平成15年６月 同社代表取締役社長執行役員

（現任） 

平成18年９月 当社代表取締役社長  

平成19年６月 当社代表取締役社長執行役員

（現任）  

(注)５ 314 

取締役専務執

行役員 

医療機器事業

管掌 
茂野 護 昭和24年10月７日生 

昭和45年７月 竹山医科機械株式会社（現㈱

竹山）入社 

平成10年４月 同社取締役統括営業部長 

平成18年６月 同社代表取締役社長執行役員

（現任） 

平成18年９月 当社常務取締役医療機器事業

担当  

平成19年６月 当社取締役専務執行役員医療

機器事業管掌（現任）  

(注)５ 19 

取締役専務執

行役員 

医薬事業管

掌・営業統括  
眞鍋 雅信 昭和41年12月21日生 

平成元年８月 眞鍋薬品株式会社（現㈱ほく

やく）入社 

平成15年６月 同社取締役執行役員 

平成16年10月 同社常務執行役員医薬営業本

部長（現任） 

平成17年６月 同社取締役専務執行役員医薬

営業本部長 

平成18年９月 当社取締役営業統括  

平成19年６月 株式会社ほくやく代表取締役

専務執行役員医薬営業本部長

（現任） 

平成18年９月 当社取締役専務執行役員医薬

事業管掌・営業統括（現

任）  

(注)３,５ 15 

取締役常務執

行役員 

医薬営業・事

業調整 
高田 忠平 昭和19年１月10日生 

昭和37年３月 武田薬品工業株式会社入社 

平成15年６月 株式会社ほくやく執行役員 

平成17年６月 同社取締役常務執行役員医薬

営業本部副本部長（現任） 

平成18年９月 当社取締役医薬営業担当 

平成19年６月 当社取締役常務執行役員医薬

営業・事業調整（現任）  

(注)５ 2 

取締役常務執

行役員 

人事総務本部

長 
久門 孝三 昭和21年12月14日生 

昭和41年４月 北海道警察官採用 

平成17年３月 北海道警察 函館方面本部長 

平成18年４月 株式会社ほくやく管理本部顧

問（現任） 

平成18年10月 同社執行役員管理本部副本部

長（現任） 

平成18年10月 当社執行役員人事総務統括部

長  

平成19年６月 当社取締役常務執行役員人事

総務本部長 （現任）  

(注)５ － 

取締役執行役

員 
経営企画室長 竹山 茂樹 昭和40年10月16日生 

平成３年３月 株式会社竹山入社 

平成７年３月 同社取締役 

平成18年６月 同社取締役副社長執行役員 

平成18年９月 当社取締役経営戦略部長 

平成19年６月 株式会社竹山代表取締役副社

長執行役員（現任）  

平成18年９月 当社取締役執行役員経営企画

室長（現任）  

(注)５  465 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役執行役

員 

システム物流

本部長  
小酒井 重久 昭和25年９月11日生 

昭和44年３月 眞鍋薬品株式会社（現㈱ほく

やく）入社 

平成11年６月 同社執行役員 

平成13年６月 同社取締役 

平成17年10月 同社管理本部長（現任） 

平成18年９月 当社取締役ロジスティクス部

長 

平成18年10月 株式会社ほくやく取締役常務

執行役員（現任）  

平成18年９月 当社取締役執行役員システム

物流本部長（現任）  

(注)５ 5 

取締役執行役

員 

経営管理本部

長 
巌 友弘 昭和29年11月30日生 

昭和53年４月 株式会社北海道銀行入行 

平成９年１月 株式会社バレオ（現㈱ほくや

く）入社 

平成11年４月 同社経営企画部長（現任） 

平成11年６月 同社執行役員 

平成12年６月 同社取締役 

平成14年７月 同社総務人事統括部長 

平成18年９月 当社取締役経営管理部長  

平成19年６月 当社取締役執行役員経営管理

本部長（現任）  

(注)５ 3 

取締役執行役

員 

リスク管理本

部長 
中西 徹志 昭和24年11月８日生 

昭和49年12月 大槻中央薬品株式会社（現㈱

ほくやく）入社 

平成10年６月 株式会社バレオ（現㈱ほくや

く）取締役 

平成11年６月 同社執行役員 

平成15年６月 同社リスク管理部長 

平成18年９月 当社執行役員リスク管理部長 

平成19年６月 当社取締役執行役員リスク管

理本部長（現任）  

(注)５ 6 

取締役 －  鈴木 賢 昭和23年６月11日生 

昭和49年２月 株式会社鈴彦（現㈱バイタル

ネット）入社 

平成６年10月 同社代表取締役社長（現任） 

平成11年６月 株式会社ほくやく取締役 

平成18年９月 当社取締役（現任）  

(注)１,５ 1 

取締役 －  吉村 恭彰 昭和28年10月17日生 

昭和55年７月 吉村薬品株式会社（現㈱アス

テム）入社 

平成６年４月 同社代表取締役社長（現任） 

平成13年６月 株式会社ほくやく取締役 

平成18年９月 当社取締役（現任）  

(注)１,5 1 

監査役 

（常勤） 
 － 笹生 洵也 昭和19年１月14日生 

昭和42年４月 株式会社北海道拓殖銀行入行 

平成８年４月 ホシ伊藤株式会社入社顧問 

平成９年６月 同社常務取締役財務担当 

平成11年４月 合併により株式会社ほくやく

常務取締役管理統括本部副本

部長兼総務部長 

平成11年６月 同社取締役執行役員経営管理

本部長 

平成12年６月 同社監査役（現任） 

平成18年９月 当社監査役（現任）  

(注)４ 3 

監査役 －  坪沼 一成 昭和33年４月３日生 

昭和60年３月 公認会計士登録 

平成６年６月 株式会社バレオ（現㈱ほくや

く）顧問 

平成７年６月 同社監査役 

平成18年９月 当社監査役（現任）  

(注)２,４ 3 

監査役 －  石川 和義 昭和18年１月31日生 

昭和36年４月 札幌国税局入庁 

平成12年７月 札幌中税務署長 

平成13年８月 税理士登録 

平成15年６月 株式会社ほくやく監査役 

平成18年９月 当社監査役（現任）  

(注)２,４ － 

 



（注）１．取締役鈴木 賢および吉村恭彰は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

 ２．監査役坪沼一成、石川和義および丸尾正美は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

 ３．取締役眞鍋雅信は、代表取締役社長眞鍋雅昭の実子であります。 

 ４．平成18年９月29日（就任日）から４年目の定時株主総会終結の時まで 

 ５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

 ６．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から３年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

監査役 －  丸尾 正美 昭和39年３月６日生 
平成９年４月 札幌弁護士会登録 

平成19年６月 当社監査役（現任）  
(注)２,６ － 

計   843 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、地域における「健康ネットワークづくり」を通してグループ全体の価値を継続的に高め、株主の皆様をは

じめとするステークホルダーひいては社会全般から信頼される企業であり続けるため、経営の効率化と健全性の向

上、企業活動の透明性の確保を最重点課題として取り組んでおります。 

（２）会社の機関の内容 

①取締役および取締役会 

当社の取締役会は、取締役11名で構成されており、うち２名は社外取締役であります。取締役会は、毎月１回開催

するほか、必要に応じて随時開催し、重要な業務執行について審議・決定するほか、取締役の職務の執行を監督する

場として、十分な議論と時宜を得た意思決定を図っております。 

 社外取締役２名は、医薬品卸販売である株式会社バイタルネット代表取締役および株式会社アステムの代表取締

役であり、いずれも当社の事業分野に関して長年の知識、経験を有する経営者であり、当社として、専門的、客観的

見地から当社の事業運営に意見を述べ、当社事業の発展に寄与することを期して取締役を委嘱するものであります。

一方、社外取締役２名は、医薬品卸販売において子会社である株式会社ほくやくと競業関係にありますが、いずれ

も、当社および子会社との間に特別な利害関係はありません。 

②経営会議 

 業務執行に関しましては、迅速な意思決定の観点から、社長および取締役会の主要メンバーからなる経営会議を

設置し、当社およびグループ会社の業務執行に関する重要事項を協議し、運用しております。 

③監査役および監査役会 

 当社は監査役制度を採用し、社外監査役３名を含む４名で監査役会を構成いたします。取締役会に出席し、必要

に応じて担当部署に対するヒアリング、担当部署からの報告を受けるほか、経営会議議事録による会議内容の把握な

どを通じて経営全般および個別案件に関して取締役の業務執行を監査することとしております。また、監査役会は、

会計監査人から随時監査に関する報告を受け、監査室から内部監査の状況について報告を受けることといたします。

また、必要に応じてグループ会社の直接監査を実施し、経営活動における法令遵守状況と内部統制について定期的な

指導も行っております。 

 なお、監査役と当社との間に特別な利害関係はありません。 

④内部監査 

当社は、内部監査につきましては、通常の業務部門とは独立した社長直轄のリスク管理部内に監査室を設置してお

り、年度ごとに作成する「監査計画書」に基づき、組織横断的に当社グループ全体の経営活動における法令遵守状況

と内部統制について定期的に評価、運用しております。 

（３）リスク管理体制の整備 

 当社およびグループ会社を取り巻くさまざまな外的環境リスクの分析と対応に関しましては、社長直轄のリスク

管理部がこれを担当するとともに、顧客、投資家等の当社に対する信頼の維持・強化を図ることが重要であると認識

しており、企業としての社会的責任意識の向上については全社を挙げて取り組んでおります。 

また、コンプライアンス（法令遵守）を重視し、企業行動基準として具体化した《コンプライアンス方針》を制定

し、企業倫理・コンプライアンスの徹底を図っております。 



当社のコーポレート・ガバナンス体制および内部統制体制の模式図は次のとおりです。 

（４）役員報酬の内容 

 平成18年６月開催の株式会社ほくやく第57回定時株主総会により取締役の報酬限度額は年額500百万円、監査役の

報酬限度額は年額100百万円であります。 

（５）監査報酬の内容 

 公認会計士法第２条第１項に規程する業務に基づく報酬    12百万円 

 上記以外の業務に基づく報酬                10百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(3）当有価証券報告書は、設立初年度で最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりませ

ん。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で）及び当事業年度（平成18年９月29日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本

監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   16,902    

２．受取手形及び売掛金  ※５ 43,430    

３．たな卸資産   10,212    

４．繰延税金資産   717    

５．その他   3,970    

６．貸倒引当金   △286    

流動資産合計     74,946 75.0 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物及び構築物 ※２ 10,983    

減価償却累計額   6,344 4,638  

２．土地 
※2・ 
※4 

6,509    

３．その他   1,466    

減価償却累計額   1,187 278  

有形固定資産合計     11,426 11.4 

(2）無形固定資産        

のれん  1,222    

その他   660    

無形固定資産合計     1,882 1.9 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券 
※1・
※2 

8,822    

２．長期貸付金   244    

３．繰延税金資産   164    

４．その他   3,232    

５．貸倒引当金   △756    

投資その他の資産合計     11,707 11.7 

固定資産合計     25,017 25.0 

Ⅲ 繰延資産     22 0.0 

資産合計     99,986 100.0 

         

 



   
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金 
 ※２・ 

 ※５ 
57,472    

２．短期借入金   16    

３．未払法人税等   720    

４．賞与引当金   766    

５．役員賞与引当金   64    

６．返品調整引当金   54    

７．その他   1,088    

流動負債合計     60,183 60.2 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   23    

２．繰延税金負債   1,575    

３．再評価に係る繰延税金
負債  

  173    

４．退職給付引当金   384    

５．役員退職慰労引当金   311    

６．その他   62    

固定負債合計     2,530 2.5 

負債合計     62,714 62.7 

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本      

１．資本金  1,000     

２．資本剰余金  12,756     

３．利益剰余金  22,264     

４．自己株式  △8     

  株主資本合計  36,012 36.0 

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

 2,703     

２．土地再評価差額金 ※４  △1,562     

  評価・換算差額等合計  1,141 1.1 

Ⅲ 少数株主持分  118 0.1 

純資産合計  37,272 37.3 

負債純資産合計  99,986 100.0 

         



②【連結損益計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     168,918 100.0 

Ⅱ 売上原価     155,080 91.8 

売上総利益     13,837 8.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．荷造運搬費   690    

２．貸倒引当金繰入額   96    

３．給料手当   5,628    

４．賞与引当金繰入額   646    

５．退職給付引当金繰入額   325    

６．役員退職慰労引当金繰
入額 

  28    

７．法定福利費   776    

８．賃借料   529    

９．その他   3,075 11,796   

営業利益     2,041 1.2 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息   16    

２．受取配当金   107    

３．受取事務手数料   360    

４．不動産賃貸収入   54    

５．持分法による投資利益   36    

６．その他   151 727   

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息   9    

２．不動産賃貸原価   62    

３．その他   84 156

経常利益     2,611 1.5 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※１ 2    

２．投資有価証券売却益   4    

３．前期損益修正益   41 48   

         
 



   
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※２ 23    

２．固定資産除却損 ※３ 70    

３．減損損失  ※４ 23    

４．経営統合諸費用    15    

５．転籍加算金   352     

６．その他   1 486   

税金等調整前当期純利
益 

    2,173 1.3 

法人税、住民税及び事
業税 

  1,070    

法人税等調整額   216 1,286   

少数株主損失     △30   

当期純利益     917 0.5 

         



③【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万
円） 

1,000 12,952 21,785 △316 35,422 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当（注）     △233   △233 

役員賞与（注）      △58   △58 

当期純利益     917   917 

自己株式の処分   △196 △123 307 △11 

土地再評価差額金の取崩     △24   △24 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

        － 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ △196 478 307 590 

平成19年３月31日 残高（百万
円） 

1,000 12,756 22,264 △8 36,012 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高（百万
円） 

2,226 △1,586 639 138 36,200 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     －   △233 

役員賞与（注）      －   △58 

当期純利益     －   917 

自己株式の処分     －   △11 

土地再評価差額金の取崩   24 24   － 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

477   477 △19 457 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

477 24 501 △19 1,071 

平成19年３月31日 残高（百万
円） 

2,703 △1,562 1,141 118 37,272 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

税金等調整前当期純利益   2,173 

減価償却費   535 

繰延資産償却    1 

減損損失    23 

のれん償却   259 

貸倒引当金の減少額   △375 

受取利息及び受取配当金   △123 

支払利息   9 

持分法による投資利益   △36 

固定資産売却益   △2 

固定資産売却損   23 

固定資産除却損   70 

投資有価証券売却益   △4 

会員権評価損   0 

経営統合諸費用    15 

転籍加算金    352 

売上債権の減少額   1,442 

たな卸資産の増加額   △650 

仕入債務の増加額   673 

未払消費税の減少額   △93 

役員賞与の支払額   △58 

退職給付引当金の減少額   △130 

役員退職引当金の増加額   28 

賞与引当金の減少額    △82 

役員賞与引当金の増加
額  

  64 

未収歩戻金の減少額    375 

その他資産の減少額   167 

その他負債の増加額   143 

小計   4,800 

 



   
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

利息及び配当金の受取
額 

  123 

利息の支払額   △9 

法人税等の支払額   △1,499 

事務所移転費用の支払
額 

  △285 

経営統合諸費用の支払
額 

  △15 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  3,114 

 



   
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金等の預入によ
る支出 

  △68 

定期預金の払戻による
収入  

  239 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △2,749 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  242 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △219 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △201 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  9 

繰延資産の取得による
支出  

  △7 

貸付金の回収による収
入 

  2 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △2,752 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の返済によ
る支出 

  △1,300 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △339 

自己株式の売却による
収入 

  0 

自己株式の取得による
支出 

  △15 

配当金の支払額   △233 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,887 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（減少額） 

  △1,525 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  15,528 

   新規連結子会社の現金及
び現金同等物の受入高   

  2,781 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※ 16,785 

     



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社11社について、全てを連結の範

囲に含めております。 

 主要な連結子会社名は、㈱ほくやく、

㈱竹山、㈱マルベリー、㈱三興保険サー

ビス、㈱テイ・エス・エス、㈱ほくやく

ＵＤＩ，㈱アーバン調剤、㈲北斗、㈱ほ

くやくフレンテ、㈱テスコ、㈱北海道医

療情報サービスです。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数1社 

会社名 ㈱アグロジャパン 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

  （イ）時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算

定） 

  （ロ）時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  ロ たな卸資産 

 主として移動平均法による原価法 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法 

   ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（付属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

   なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。 

    建物及び構築物 ３～50年 

ロ 無形固定資産 

定額法 

   なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

  ハ 長期前払費用 

定額法 

(3）繰延資産の処理方法  繰延資産は５年で均等償却しており

ます。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

   ロ 返品調整引当金  

 連結会計年度末日後の返品に備える

ため、返品による損失見込額を計上し

ております。 

  ハ 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上して

おります。 

   ニ 役員賞与引当金 

    役員賞与の支出に備えるため、支給

見込額のうち当連結会計年度の負担額

を計上しております。  

  ホ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき当連結

会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

  ヘ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、支給規程に基づく要支給額を計上

しております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(7）消費税等の会計処理  消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

６．のれんの償却に関する事

項  

 のれんの償却については、一定の年数

（３～10年）で均等償却を行っておりま

す。  

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

７．資本連結手続に関する事

項 

  当社は、平成18年9月29日付で㈱ほくや

くおよび㈱竹山の二社が株式移転による

経営統合を行いました。 

 この株式移転に係る資本連結手続につ

いては、「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第10号 平成17年12月

27日）に基づき、パーチェス法により処

理を行っております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 163百万円

※２ 担保に供している資産 

(1）下記の資産が担保に供されております。 

建物 446百万円

土地 1,033 

投資有価証券 404 

計 1,884 

(2）上記に対する債務 

買掛金 4,370百万円

 ３ 保証債務 

 連結会社以外の得意先の金融機関からの借入等に

対し、債務保証（連帯保証）を行っております。 

札幌循環器病院 288百万円

他2社  54  

※４ 事業用土地の再評価 

 「土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日

公布法律第34号 最終改正平成13年３月31日）」に

基づき事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差

額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固

定資産税評価額により算出 

再評価を行った年月日 

平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

  △768百万円 

※５ 期末日満期手形 

 当連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。  

  当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおり

であります。 

      受取手形   394百万円 

      支払手形   766百万円  



（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の主な内訳は、器具備品2百万円で

あります。 

※２ 固定資産売却損の主な内訳は、土地建物23百万 

円であります。 

※３ 固定資産除却損の主な内訳は、建物32百万円、器

具備品4百万円、ソフトウェア33百万円でありま

す。 

※４ 減損損失 

当社グループは、原則として支店・店舗別に区分し、

賃貸用不動産及び将来の使用が見込まれていない遊休資

産については、個々の物件を単位としてグルーピングし

ております。 

 当連結会計年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

  当該資産グループについては、営業に係る収入が原価

を大幅に下回っていることより、収益性が著しく低下し

たため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（23百万円）として計上しました。その内

訳は、建物10百万円、器具備品5百万円及びソフトウェ

ア7百万円であります。なお、当該資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により測定しております。 

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、建物及び土地については不動産鑑

定評価額により評価しております。  

場所 用途 種類 

 札幌市白石区に

おける賃借物件の

内部造作費及び備

品等 

 営業支店  建物及び備品等



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式の株式数の減少942千株は、自己株式消却によるものであります。  

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによる増加であります。  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

       該当事項はありません 

３．配当に関する事項 

(1）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 26,919 － 942 25,976 

合計 26,919 － 942 25,976 

自己株式        

普通株式 939 13 943 9 

合計 939 13 943 9 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月17日 

取締役会 
普通株式 136  利益剰余金   5円25銭 平成19年3月31日 平成19年6月29日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 16,902百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △116 

現金及び現金同等物 16,785 



（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

有形固定資産
その他 

731 430 300 

無形固定資産
その他 

103 67 36 

合計 835 498 336 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 143百万円

１年超 207百万円

合計 350百万円

(3）当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損

失 

支払リース料 207百万円

減価償却費相当額 181百万円

支払利息相当額 11百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引  

  未経過リース料 

１年内 2百万円

１年超 7百万円

合計 9百万円

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  種類 

当連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 3,377 7,832 4,454 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 3,377 7,832 4,454 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 434 399 △35 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 434 399 △35 

合計 3,812 8,231 4,418 

当連結会計年度 
（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

9 4 － 

 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

優先株式 211 

非上場株式 213 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、平成17年４月に適格退職年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行してお

り、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度、及び確定拠出年金制度を採用しており

ます。 

２．退職給付債務に関する事項 

（当連結会計年度） 

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

    （単位：百万円）

   
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在）

イ．退職給付債務   △2,755 

ロ．年金資産   2,348 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）   △407 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額   ― 

ホ．未認識数理計算上の差異   387 

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額）   29 

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ

＋ヘ） 
  △9 

チ．前払年金費用   375 

リ．退職給付引当金   △384 



３．退職給付費用に関する事項 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 

   ２．（リ. その他）は、確定拠出年金への掛金支払額であります。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    （単位：百万円）

   
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

イ．勤務費用   189 

ロ．利息費用   63 

ハ．期待運用収益   △58 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額   3 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額   58 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額   ― 

ト．退職給付費用   256 

チ．大量退職に伴なう損益   162 

リ．その他   88 

計   507 

   
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在）

イ．退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準  

ロ．割引率    2.0％ 

ハ．期待運用収益率    2.0％ 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数  
― 

 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 
 
定額法により、発生の翌連

結会計年度から10年 



（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 



（企業結合等関係） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（パーチェス法の適用） 

当社は、平成18年９月29日付けで株式会社ほくやくと

株式会社竹山の二社が株式移転による経営統合を行い、

完全親会社として設立されました。経営統合に際し、発

行済株式数は25,976,221株となり、株式移転期日前日の

両社の株主名簿に記載された株主に対し、株式会社ほく

やくの株主に対して、その所有する普通株式１株につき

当社普通株式１株を、株式会社竹山の株主に対して、そ

の所有する普通株式１株につき当社普通株式4.75株を割

当交付し、発行済株式総数は25,976,221株となりまし

た。  

当社は当連結会計年度の連結財務諸表の作成にあた

り、平成17年12月27日に公表されました「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準委員会 企業会計基準適用指針第10号）に基づ

いて会計処理を適用しました。  

具体的には株式会社ほくやくを取得企業、株式会社竹

山を被取得企業としたパーチェス法により連結財務諸表

を作成しております。  

(1)被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った

主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後

企業の名称及び取得した議決権比率  

①被取得企業の名称及び事業の内容 

株式会社竹山（医療機器・理化学機械等の卸

売）  

②企業結合を行った主な理由 

医薬品卸の株式会社ほくやくと医療機器卸の株式

会社竹山の”経営統合”によってお互いの専門性

を活かし、市場全体を網羅するヘルスケアの関連

商品とサービスの提供が期待できるためでありま

す。 

③企業結合日 

平成18年９月29日 

④企業結合の法的形式 

当社を完全親会社とし、株式会社ほくやくと株式

会社竹山を完全子会社とする株式移転を実施したし

ました。 

⑤結合後企業の名称 

株式会社ほくやく・竹山ホールディングス 

⑥取得した議決権比率 

株式会社ほくやく  100.0% 

株式会社竹山        100.0% 

(2)連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

被取得企業である株式会社竹山の当連結会計期間の

業績は、平成18年９月30日をみなし取得日として処理

しておりますので、当連結会計期間に上期の業績は反

映しておりません。  

 



当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3)被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価  

株式会社ほくやく・竹山ホールディングスの株

式  

3,850百万円 

取得原価 

3,850百万円 

(4)株式の種類別の移転比率及びその算定方法、交付株式

数及び評価額 

①株式の種類及び移転比率 

普通株式 

株式会社ほくやく １： 株式会社竹山 4.75 

②移転比率の算定方法 

第三者機関が算定した結果を参考として、当事者

間において決定いたしました。 

③交付株式数及びその評価額 

3,925,148株 

    3,850百万円  

(5)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却

期間 

①のれんの金額   1,185百万円 

②発生原因 

企業結合時の時価純資産が取得原価を下回ったた

め、その差額をのれんとして認識しております。 

③償却方法及び償却期間 

３年間で均等償却 

(6)企業結合日に受入れた資産及び引き受けた負債の額並

びにその主な内訳 

流動資産          12,991百万円 

固定資産           2,263百万円 

資産計            15,254百万円 

流動負債          11,701百万円  

固定負債             497百万円  

負債計            12,199百万円  

(7)企業結合が連結会計期間の開始の日に完了したと仮定

した場合の当連結会計期間の連結損益計算書に及ぼす

影響の概算額 

売上高           187,442百万円 

営業利益           2,252百万円 

経常利益           2,824百万円 

税金等調整前当期純利益    2,336百万円 

当期純利益                1,014百万円 

なお、株式会社竹山、株式会社テスコ及び株式会社

北海道医療情報サービスとの上期の取引については相

殺消去しておりません。  

（概算額の算定方法及び重要な前提条件） 

概算額については、企業結合が連結会計期間開始

の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損

益情報を記載しております。 

なお、当該注記については監査証明を受けており

ません。  



（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）    

貸倒引当金 309百万円

賞与引当金 308 

退職給付引当金 177 

役員退職慰労引当金 105 

確定拠出 40 

減損損失累計額 204 

その他 563 

繰延税金資産小計 1,706 

評価性引当金 △444 

繰延税金資産合計 1,262 

（繰延税金負債）    

固定資産圧縮積立金 53 

その他有価証券評価差額金 1,715 

前払年金費用 151 

その他 34 

繰延税金負債合計 1,955 

繰延税金負債の純額 693 

表示区分：流動資産 717百万円

固定資産 164 

流動負債 － 

固定負債 1,575 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

（調整）    

欠損金子会社の未認識税務利益 2.6 

交際費等損金不算入項目 4.5 

受取配当金等益金不算入項目 △4.4 

法人住民税均等割額 1.3 

持分法による投資利益 △0.7 

評価性引当金の増加額 6.2 

修正申告 4.0 

役員賞与  0.1 

前期損益修正 0.6 

未実現利益  0.3 

のれん  3.7 

その他 0.6 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
59.2 



【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、販売商品の種類及び形態を考慮して区分しています。 

２．各区分に属する主要商品及び販売形態 

 
医薬品事業 
（百万円） 

医療機器 
事業  

（百万円） 

調剤事業 
（百万円）

介護事業 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                

売上高                

(1）外部顧客に対する売上高 137,324 23,432 5,481 1,158 1,521 168,918 ― 168,918 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
4,726 165 9 ― 830 5,731 (5,731) ― 

計 142,051 23,598 5,490 1,158 2,352 174,650 (5,731) 168,918 

営業費用 140,261 23,376 5,457 1,072 2,102 172,271 (5,394) 166,877 

営業利益 1,789 221 32 85 249 2,378 (337) 2,041 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
               

資産 81,862 15,403 2,482 270 35,967 135,986 (36,000) 99,986 

減価償却費 427 85 81 9 6 610 (△19) 591 

減損損失  23 ― ― ― ― 23 ― 23 

資本的支出 148 37 9 0 0 196 (21) 174 

事業区分  

医薬品事業 医療用医薬品・一般用医薬品・農畜産用薬品の販売 

医療機器事業 医療機器等の卸売 

調剤事業 調剤薬局 

介護事業 介護用品等のレンタル、介護・福祉コンサルティング 

その他 
コンピュータ・ソフトウェアの開発・販売及び計算業務の受託、保険

代理店、ＳＰＤ（院内物流）、新規開業支援 



  平成18年９月29日の企業統合を機に将来の事業見込、事業再編等を勘案し、各事業区分の業績実績をより的確に把握

するため、当連結会計年度において事業区分を見直しております。 

  この見直しは当下半期に行われたため、当上半期は従来、子会社である㈱ほくやくが用いた事業区分によっており

ます。下半期に子会社である㈱竹山の損益計算書項目が全面的に連結財務諸表に取り込まれることとなったため、事業

区分の見直しを下半期に行っております。 

  なお、当連結会計年度を当中間連結会計期間において用いた事業区分の方法により区分すると次のようになりま

す。 

  当連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）       

【所在地別セグメント情報】 

 当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当

事項はありません。 

【海外売上高】 

 当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

 
医薬品事業 
（百万円） 

調剤事業 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は全社  

（百万円） 
連結 

（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 160,757 6,639 1,521 168,918 － 168,918 

(2）セグメント間の内部売上 

  高又は振替高 
4,892 9 830 5,731 (5,731) － 

計 165,649 6,648 2,352 174,650 (5,731) 168,918 

 営業費用  163,638 6,530 2,102 172,271 (5,394) 166,877 

 営業利益  2,011 118 249 2,378 (337) 2,041 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出 
            

 資産 97,265 2,753 35,967 135,986 (36,000) 99,986 

 減価償却費  512 90 6 610 (△19) 591 

 減損損失 23 － － 23 － 23 

 資本的支出 186 10 0 196 (21) 174 

(1) 関係会社 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 

（百万円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

（％） 

関係内容 
取引の
内容 

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）役員の兼
任等 

事業上の関
係 

関係会社 
㈱アグロ
ジャパン 

新潟県 
新潟市 

90 卸売業 
(被所有)
直接 44.4 

－ 販売及び仕入
売上
仕入 
社屋賃貸

205 
0 

16 

売掛金 
買掛金  
－  

62 
0 

－ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。  

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,430円80銭 

１株当たり当期純利益 38円21銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

 
当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 917 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 917 

期中平均株式数（株） 24,016,679 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率を算定する際の利率及び残高は期末時点のものであります。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － 16 3.1 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － 23 3.0 平成20年～22年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 － 39 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 15 7 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   219    

２．前払費用   3    

３．未収法人税等   8    

４．繰延税金資産   15    

５．その他   2    

流動資産合計     250 0.7 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1)工具器具備品   0    

減価償却累計額   0 0  

有形固定資産合計     0 0.0 

２．無形固定資産        

(1)ソフトウェア     0  

無形固定資産合計     0 0.0 

 



   
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産        

(1)関係会社株式   34,910    

(2)繰延税金資産   2    

投資その他の資産合計     34,912 99.3 

固定資産合計     34,913 99.3 

Ⅲ 繰延資産         

１. 創立費    6     

２. 新株交付費   3     

  繰延資産合計     10 0.0 

資産合計     35,174 100.0 

         

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．未払金   5    

２．未払費用   4    

３．未払法人税等   15    

４．未払消費税等   7    

５．賞与引当金   28    

６. 役員賞与引当金   8    

７．その他   3    

流動負債合計     71 0.2 

Ⅱ 固定負債        

１．役員退職慰労引当金   7    

固定負債合計     7 0.0 

負債合計     79 0.2 

 



   
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１．資本金     1,000 2.8 

２．資本剰余金         

(1）資本準備金   1,000     

(2) その他資本剰余金    32,910     

資本剰余金合計      33,910 96.4 

３．利益剰余金         

(1）その他利益剰余金         

繰越利益剰余金   192     

利益剰余金合計      192 0.5 

４．自己株式     △8 △0.0 

株主資本合計      35,094 99.8 

純資産合計      35,094 99.8 

負債純資産合計      35,174 100.0 



②【損益計算書】 

   
当事業年度 

（自 平成18年９月29日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  ※1 478   100.0 

   差引売上総利益     478 100.0 

Ⅱ 販売費及び一般管理費        

１．販売促進費   17    

２．給料手当   134    

３．賞与引当金繰入額   28    

４. 役員賞与引当金繰入額    8    

５．役員退職慰労引当金繰
入額 

  7    

６．法定福利費   17    

７．旅費・通信費   1    

８．賃借料   12    

９．租税公課   4    

10．委託料   25    

11．その他   19 277 58.0 

営業利益     201 42.0 

Ⅲ 営業外収益 

 
       

１．雑収入   15     

２. その他   ※1  0     

      15 3.3 

 



   
当事業年度 

（自 平成18年９月29日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外費用        

１．その他営業外費用   1 1 0.2 

経常利益     215  

税引前当期純利益     215 45.1 

法人税、住民税及び事
業税 

  41     

法人税等調整額   △18 23 4.9 

当期純利益     192 40.2 

         



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年９月29日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 

 純資産合
計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

繰越利益
剰余金 

平成18年９月29日 残高 
（百万円） 

1,000 1,000 32,910 33,910 － － 34,910 34,910 

事業年度中の変動額                

当期純利益 － － － － 192 － 192 192 

自己株式の処分 － － 0 0 － △8 △8 △8 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 0 0 192 △8 184 184 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,000 1,000 32,910 33,910 192 △8 35,094 35,094 



重要な会計方針 

項目 
当事業年度 

（自 平成18年９月29日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

………移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産……定率法 

20年  

  (2）無形固定資産……定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

３．繰延資産の処理方法 ５年で均等償却しております。  

４．引当金の計上基準  

(1）賞与引当金  従業員に対して支給する賞与の支出に

備えるため、将来の支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上しております。 

(2）役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、支給規程に基づく要支給額を計上し

ております。 

(3) 役員賞与引当金   役員賞与の支給に備えるため、支給見

込額のうち当事業年度の負担額を計上し

ております。 

４．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 

(1）消費税等の会計処理  消費税等の会計処理は、税抜方式を採

用しております。 



追加情報 

当事業年度 
（自 平成18年９月29日 
至 平成19年３月31日） 

――――――――――  



（損益計算書関係） 

当事業年度 
（自 平成18年９月29日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社への売上高 297百万円

関係会社よりの受取配当金 181 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年９月29日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項  

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取および子会社からの取得によるものでありま

す。  

２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。  

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 － 9,505 211 9,294 

合計 － 9,505 211 9,294 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 当事業年度（自平成18年９月29日 至平成19年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるも

のはありません。 

当事業年度 
（自 平成18年９月29日 
至 平成19年３月31日） 

―――――――――― 



（税効果会計関係） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）    

賞与引当金 11百万円 

役員退職慰労引当金 2 

未払事業税 3 

その他 1 

繰延税金資産合計 18 

表示区分：流動資産 15百万円 

固定資産 2 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％ 

（調整）    

交際費等損金不算入項目 3.2 

受取配当金等益金不算入項目 △34.0 

法人住民税均等割額 0.9 

その他 0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
10.9 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

当事業年度 
（自 平成18年９月29日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額     1,351円51銭 

１株当たり当期純利益     7円41銭 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

 
当事業年度 

(自 平成18年９月29日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 192 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 192 

期中平均株式数（株） 25,971,233 

当事業年度 
（自 平成18年９月29日 
至 平成19年３月31日） 

 ―――――――――― 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。  



【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産              

工具器具備品 － 0 － 0 0 0 0 

有形固定資産計 － 0 － 0 0 0 0 

無形固定資産              

ソフトウェア － 0 － 0 0 0 0 

無形固定資産計 － 0 － 0 0 0 0 

繰延資産              

 創立費  － 7 － 6 0 0 6 

 新株交付費  － 4 － 3 0 0 3 

繰延資産計  － 11 － 10 1 1 10 



【引当金明細表】 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

賞与引当金 － 28 － － 28 

役員賞与引当金 － 8 － － 8 

役員退職慰労引当金 － 7 － － 7 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）関係会社株式 

② 負債の部 

 該当事項はありません。 

区分 金額（百万円） 

現金 0 

預金の種類  

当座預金 210 

普通預金 5 

別段預金 3 

計 219 

合計 219 

会社名 金額（百万円） 

㈱ほくやく 31,060 

㈱竹山 3,850 

合計 34,910 



(3）【その他】 

 株式移転により当社の完全子会社となった株式会社ほくやくの最近２連結会計年度に係る連結財務諸表は、以

下のとおりであります。 



（株式会社ほくやく） 

(1） 連結財務諸表 

① 連結貸借対照表 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     15,558     13,697  

２．受取手形及び売掛金     36,153     35,551  

３．たな卸資産     8,270     8,922  

４．繰延税金資産     577     594  

５．その他     4,001     3,717  

６．貸倒引当金     △132     △175  

流動資産合計     64,429 76.8   62,309 73.8 

Ⅱ 固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物及び構築物 ※２ 9,971     10,097    

減価償却累計額   5,544 4,427   5,730 4,367  

２．土地 
※2・ 
※4 

  3,785     6,023  

３．その他   1,386     1,385    

減価償却累計額   1,126 259   1,126 248  

有形固定資産合計     8,472 10.1   10,649 12.6 

(2）無形固定資産              

営業権    279     －  

のれん     －     283  

その他  ※５    350     555  

無形固定資産合計     630 0.8   839 1.0 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券 
※1・
※2 

  7,638     8,329  

２．長期貸付金     337     244  

３．繰延税金資産     66     66  

４．その他     3,197     2,505  

５．貸倒引当金     △846     △513  

投資その他の資産合計     10,393 12.4   10,632 12.6 

固定資産合計     19,496 23.2   22,121 26.2 

Ⅲ 繰延資産     14 0.0   12 0.0 

資産合計     83,940 100.0   84,443 100.0 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金 ※２   47,163     47,054  

２．短期借入金 ※２   23     16  

３．未払法人税等     795     532  

４．賞与引当金     513     530  

５．役員賞与引当金      －     39  

６．返品調整引当金     54     54  

７．その他     987     792  

流動負債合計     49,538 59.0   49,019 58.0 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金 ※２   39     23  

２．繰延税金負債     1,179     1,575  

３．再評価に係る繰延税金
負債  

    170     173  

４．退職給付引当金     234     117  

５．役員退職慰労引当金     229     247  

６．その他     199     60  

固定負債合計     2,052 2.4   2,197 2.6 

負債合計     51,591 61.5   51,216 60.7 

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     138 0.2   － － 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※６   4,964 5.9   － － 

Ⅱ 資本剰余金     5,137 6.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金     21,785 26.0   － － 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４   △1,586 △1.9   － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

    2,226 2.7   － － 

Ⅵ 自己株式 ※７   △316 △0.4   － － 

資本合計     32,211 38.4   － － 

負債資本合計     83,940 100.0   － － 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － － 4,964 5.9

２．資本剰余金  － － 4,941 5.9

３．利益剰余金  － － 22,185 26.3

  株主資本合計  － － 32,091 38.0

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差
額金 

 － － 2,577 3.1

２．土地再評価差額金  － － △1,562 △1.9

  評価・換算差額等合計  － － 1,015 1.2

Ⅲ 少数株主持分  － － 120 0.1

純資産合計  － － 33,227 39.3

負債純資産合計  － － 84,443 100.0

               



② 連結損益計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     150,002 100.0   150,010 100.0 

Ⅱ 売上原価     138,230 92.2   138,291 92.2 

売上総利益     11,772 7.8   11,719 7.8 

返品調整引当金繰入額      2     －   

差引売上総利益     11,769 7.8   11,719 7.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．荷造運搬費   588     604    

２．貸倒引当金繰入額   71     －    

３．給料手当   4,736     4,631    

４．賞与引当金繰入額   509     485    

５．退職給付引当金繰入額   328     277    

６．役員退職慰労引当金繰
入額 

  22     19    

７．法定福利費   644     628    

８．賃借料   519     383    

９．その他   2,515 9,937 6.6 2,721 9,750 6.5 

営業利益     1,832 1.2   1,968 1.3 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   20     15    

２．受取配当金   78     104    

３．受取事務手数料   345     360    

４．不動産賃貸収入   64     64    

５．雑収入   78     107    

６．持分法による投資利益   22 610 0.4 36 689 0.5 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   2     1    

２．不動産賃貸原価   54     64    

３．雑損失   58 76   

４．開業費償却    2 1   

５．持分法による投資損失    － 116 0.1 3 147 0.1

経常利益     2,326 1.6   2,510 1.7 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※１ 7     2    

２．投資有価証券売却益   0     4    

３．貸倒引当金戻入額   －     40    

４．前期損益修正益   － 7 0.0 14 62 0.0 

               
 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※２ 7     15    

２．固定資産除却損 ※３ 16     70    

３．投資有価証券売却損   0     －    

４．会員権評価損   1     0    

５．減損損失  ※４ 240     23    

６．経営統合諸費用    63     15    

７．事務所移転損失   ※５ 285     －    

８．早期退職金    35     －    

９．転籍加算金    －     352    

10．その他特別損失   7 658 0.4 0 478 0.3 

税金等調整前当期純利
益 

    1,675 1.1   2,094 1.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  976     857    

法人税等調整額   △23 953 0.6 269 1,127 0.8 

少数株主損失     △11 0.0   △30 0.0 

当期純利益     734 0.5   997 0.6 

               



③ 連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     4,941

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．自己株式処分差益   196 196

Ⅲ 資本剰余金期末残高     5,137 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     21,519

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益   734 734 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   228  

２．役員賞与   57  

３．土地再評価差額金取崩
額 

  181 467 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     21,785 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万
円） 

4,964 5,137 21,785 △316 31,571 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     △385   △385 

役員賞与     △58   △58 

当期純利益     997   997 

自己株式の処分   △196 △123 316 △3 

土地再評価差額金の取崩     △24   △24 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    △6   △6 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ △196 399 316 519 

平成19年３月31日 残高（百万
円） 

4,964 4,941 22,185 － 32,091 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高（百万
円） 

2,226 △1,586 639 138 32,349 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当         △385 

役員賞与         △58 

当期純利益         997 

自己株式の処分         △3 

土地再評価差額金の取崩   24 24   － 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

351   351 △17 327 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

351 24 375 △17 877 

平成19年３月31日 残高（百万
円） 

2,577 △1,562 1,015 120 33,227 



④ 連結キャッシュ・フロー計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

税金等調整前当期純利益   1,675 2,094 

減価償却費   478 467 

営業権償却    32 － 

繰延資産償却    2 1 

減損損失    240 23 

のれん償却   － 71 

事務所移転損失   285 － 

連結調整勘定償却額   9 － 

貸倒引当金の減少額   △80 △290 

受取利息及び受取配当金   △99 △119 

支払利息   2 1 

持分法による投資利益   △22 △36 

固定資産売却益   △7 △2 

固定資産売却損   7 15 

固定資産除却損   16 70 

投資有価証券売却益   △0 △4 

投資有価証券売却損   0 － 

会員権評価損   1 0 

経営統合諸費用    63 15 

転籍加算金    － 352 

売上債権の減少額   1,120 1,330 

たな卸資産の増減額   148 △651 

仕入債務の増加額   △764 △108 

未払消費税の増減額   97 △134 

役員賞与の支払額   △57 △58 

退職給付引当金の減少額   △60 △117 

役員退職引当金の増加額
（減少額） 

  2 18 

賞与引当金の増加額    － 16 

役員賞与引当金の増加額    － 39 

未収歩戻金の減少額    － 375 

その他資産の増加額   △320 △238 

その他負債の増減額   215 △326 

小計   2,987 2,804 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受取
額 

  99 119 

利息の支払額   △2 △1 

法人税等の支払額   △363 △1,117 

事務所移転費用の支払
額  

  － △285 

経営統合諸費用の支払
額  

  △63 △15 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  2,657 1,504 

 



次へ 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

定期預金等の払戻によ
る収入 

  － 30 

定期預金等の預入によ
る支出 

  △30 － 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △403 △2,727 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  105 27 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △149 △216 

無形固定資産の売却に
よる収入 

  0 － 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △345 △198 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  1 8 

営業権の取得による支
出 

  △311 － 

繰延資産の取得による
支出  

  △16 － 

新規連結子会社の取得
による支出  

  △4 － 

貸付金の回収による収
入 

  0 2 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,153 △3,074 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

長期借入金の返済によ
る支出 

  △26 △23 

自己株式の売却による
収入 

  298 0 

自己株式の取得による
支出 

  △12 △6 

配当金の支払額   △225 △230 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  34 △261 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（減少額） 

  1,537 △1,831 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  13,991 15,528 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※ 15,528 13,697 

       



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社７社について、全てを連結の範

囲に含めております。 

 連結子会社名は、「第１企業の概況 

４．関係会社の状況」に記載しておりま

す。 

なお、㈱ほくやくフレンテは新たに設

立し、㈲北斗は、新たに持分を取得した

ことから、当連結会計年度より連結の範

囲に含めております。 

 子会社８社について、全てを連結の範

囲に含めております。 

 連結子会社名は、「第１企業の概況 

４．関係会社の状況」に記載しておりま

す。 

なお、前連結会計年度において持分法

適用会社でありました㈱北海道医療情報

サービスは、平成18年９月に当社の役員

が社長に就任したことにより、連結子会

社といたしました。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数 ２社 

会社名 ㈱アグロジャパン、㈱北海道医

療情報サービス 

持分法適用の関連会社数 １社 

会社名 ㈱アグロジャパン 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

イ 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 

  ロ たな卸資産 

 主として移動平均法による原価法 

ロ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法 

イ 有形固定資産 

同左 

   ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（付属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 

  ロ 無形固定資産 

定額法 

ロ 無形固定資産 

同左 

   なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

 営業権については一定の年数（５

年）による均等法を採用しておりま

す。 

  

  ハ 長期前払費用 

定額法 

ハ 長期前払費用 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

 繰延資産は商法に規定する最長期間

（５年）で均等償却しております。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 返品調整引当金 ロ 返品調整引当金 

   期末日後の返品に備えるため、返品

による損失見込額を計上しておりま

す。 

同左 

  ハ 賞与引当金 ハ 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計期間の負担額を計上して

おります。 

同左 

  ―――――――――― ニ 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき当連結会

計期間に見合う分を計上しております。

 当連結会計年度より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第4号 

平成17年11月29日）を適用しておりま

す。これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ39百

万円減少しております。 

  ホ 退職給付引当金 ホ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計期間末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から処理する

こととしております。 

同左 

  ヘ 役員退職慰労引当金 ヘ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、期末現在の支給規程に基づく要支

給額を計上しております。 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(6）消費税等の会計処理  消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、10年

間の均等償却を行っております。 

同左 

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

――――――――――  のれんの償却については、一定の年数

（３年）で均等償却を行っています。 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

―――――――――― 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 



会計処理方法の変更 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） ―――――――――― 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純利益は240百万円減

少しております。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

――――――――――   （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）  

  

  当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。  

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

33,106百万円であります。  

  又、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。 

――――――――――   （連結貸借対照表）  

  

前連結会計年度において、「営業権」として掲記され

ていたもの及び「その他」に含まれていた連結調整勘定

は、当連結会計年度から「のれん」と表示しておりま

す。  

――――――――――   （連結キャッシュ・フロー計算書）  

  

前連結会計年度において、「営業権償却」及び「連結

調整勘定償却額」と掲記されていたものは、当連結会計

年度から「のれん償却額」と表示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 146百万円 投資有価証券（株式） 163百万円

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

(1）下記の資産が担保に供されております。 (1）下記の資産が担保に供されております。 

建物 307百万円

土地 255 

投資有価証券 166 

計 729 

建物 290百万円

土地 255 

投資有価証券 188 

計 735 

(2）上記に対する債務 (2）上記に対する債務 

買掛金 4,175百万円

短期借入金 13  

長期借入金 10  

買掛金 4,370百万円

長期借入金 10  

     

 ３ 保証債務  ３ 保証債務 

 連結会社以外の得意先の金融機関からの借入等に

対し、債務保証（連帯保証）を行っております。 

 連結会社以外の得意先の金融機関からの借入等に

対し、債務保証（連帯保証）を行っております。 

医療法人札幌循環器病院他１社 322百万円 医療法人札幌循環器病院他１社 292百万円

※４ 事業用土地の再評価 ※４ 事業用土地の再評価 

 「土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日

公布法律第34号 最終改正平成13年３月31日）」に

基づき事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差

額金」として資本の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固

定資産税評価額により算出 

再評価を行った年月日 

平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

△572百万円 

 「土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日

公布法律第34号 最終改正平成13年３月31日）」に

基づき事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額

に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固

定資産税評価額により算出 

再評価を行った年月日 

平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

△768百万円 

※５ 無形固定資産「その他」に含まれる連結調整勘定

の金額                               73百万円 

※５ 無形固定資産「その他」に含まれるのれんの金

額                                 60百万円  

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式22,993,880株

であります。 

※６       ―――――――――― 

※７ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式939,546

株であります。 

※７       ――――――――――  



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の主な内訳は、土地建物7百万円で

あります。 

※１ 固定資産売却益の主な内訳は、器具備品2百万円で

あります。 

※２ 固定資産売却損の主な内訳は、土地建物4百万円、

器具備品2百万円であります。 

※２ 固定資産売却損の主な内訳は、土地建物15百万円

であります。 

※３ 固定資産除却損の主な内訳は、建物10百万円、器

具備品6百万円であります。 

※３ 固定資産除却損の主な内訳は、建物32百万円、器

具備品4百万円、ソフトウェア33百万円でありま

す。 

※４ 減損損失 

当社グループは、原則として支店・店舗別に区分し、

賃貸用不動産及び将来の使用が見込まれていない遊休資

産については、個々の物件を単位としてグルーピングし

ております。 

 当連結会計年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

  当該資産グループについては、賃貸に係る収入が原価

を大幅に下回っていること及び継続的な地価の下落によ

り、収益性が著しく低下したため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（240百万円）

として計上しました。その内訳は、土地113百万円及び

建物126百万円であります。なお、当該資産グループの

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、土地

及び建物については不動産鑑定基準に基づく鑑定評価額

により評価しております。 

場所 用途 種類 

 北海道旭川市に

おける賃貸用不動

産 

 一部賃貸   土地及び建物  

※４ 減損損失 

当社グループは、原則として支店・店舗別に区分し、

賃貸用不動産及び将来の使用が見込まれていない遊休資

産については、個々の物件を単位としてグルーピングし

ております。 

 当連結会計年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

  当該資産グループについては、営業に係る収入が原価

を大幅に下回っていることより、収益性が著しく低下し

たため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（23百万円）として計上しました。その内

訳は、建物10百万円、器具備品5百万円及びソフトウェ

ア7百万円であります。なお、当該資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により測定しており、土地及び

建物については不動産鑑定基準に基づく鑑定評価額によ

り評価しております。 

場所 用途 種類 

 札幌市白石区に

おける賃借物件の

内部造作費及び備

品等 

 営業支店 
 建物及び器具備

品等  

※５ 事務所移転損失 

  ＳＰＤ室、医療関連支店として使用していた屯田社屋

の賃貸借解除によるものであります。 

―――――――――― 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．発行済株式数の減少942千株は、自己株式消却によるものであります。  

２．自己株式の増加7千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。  

３．自己株式の減少のうち、942千株は自己株式消却による減少であり、3千株は親会社株式との交換によるもの

であります。  

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。  

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 22,993 － 942 22,051 

合計 22,993 － 942 22,051 

自己株式        

普通株式 939 7 946 － 

合計 939 7 946 － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 115 5.25 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

平成18年11月17日 

取締役会 
普通株式 115 5.25 平成18年９月28日 平成18年12月５日 

平成19年３月10日 

臨時株主総会 
普通株式 154 5.25 平成19年２月28日 平成19年３月20日 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

※ 持分の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

持分の取得により新たに㈲北斗を連結したことに伴う

連結開始時の資産及び負債の内訳並びに㈲北斗持分の

取得価額と㈲北斗取得による収入（純額）との関係は

次のとおりであります。 

現金及び預金勘定 15,558百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △30 

現金及び現金同等物 15,528 

流動資産 145百万円

固定資産 10 

連結調整勘定 0 

流動負債 △1 

固定負債 △5 

㈲北斗持分の取得価額 150 

㈲北斗現金及び現金同等物 △145 

差引：㈲北斗取得による支出 4 

※         ―――――――――― 

現金及び預金勘定 13,697百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 13,697 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

有形固定資産
その他 

693 421 271 

無形固定資産
その他 

149 102 46 

合計 842 524 318 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

有形固定資産
その他 

498 316 181 

無形固定資産
その他 

95 60 35 

合計 594 377 217 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 165百万円

１年超 177百万円

合計 342百万円

１年内 107百万円

１年超 121百万円

合計 228百万円

(3）当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損

失 

(3）当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損

失 

支払リース料 204百万円

減価償却費相当額 181百万円

支払利息相当額 16百万円

支払リース料 161百万円

減価償却費相当額 138百万円

支払利息相当額 8百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引  ２．オペレーティング・リース取引  

  未経過リース料   未経過リース料 

１年内 1百万円

１年超 5百万円

合計 7百万円

１年内 2百万円

１年超 7百万円

合計 9百万円

（減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 3,403 7,143 3,739 3,222 7,460 4,238 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 3,403 7,143 3,739 3,222 7,460 4,238 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 39 35 △4 418 383 △34 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 39 35 △4 418 383 △34 

合計 3,443 7,178 3,735 3,640 7,843 4,203 

前連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

1 0 0 8 4 － 

 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券    

優先株式 111 111 

非上場株式 202 202 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、平成17年４月に適格退職年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行して

おり、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度、及び確定拠出年金制度を採用してお

ります。 

２．退職給付債務に関する事項 

（前連結会計年度） 

（注）１．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

（当連結会計年度） 

（注）１．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

        （単位：百万円）

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在）
 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在）

イ．退職給付債務   △2,585   △1,783 

ロ．年金資産   2,419   1,655 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）   △165   △127 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額   －   － 

ホ．未認識数理計算上の差異   539   387 

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額）   －   － 

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ

＋ヘ） 
  373   258 

チ．前払年金費用   608   375 

リ．退職給付引当金   △234   △117 



３．退職給付費用に関する事項 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 

   ２．（リ. その他）は、確定拠出年金への掛金支払額であります。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

        （単位：百万円）

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

イ．勤務費用   127   117 

ロ．利息費用   44   44 

ハ．期待運用収益   △44   △45 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額   －   － 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額   95   58 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額   －   － 

ト．退職給付費用   222   161 

チ．確定拠出年金制度への移行に伴なう損益   －   162 

リ．その他   105   88 

計   328   412 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在）
 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在）

イ．退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準   同左 

ロ．割引率     2.0％   同左 

ハ．期待運用収益率     2.0％   同左 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数   －   － 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 
 
定額法により、発生の翌連

結会計年度から10年 
  同左 

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数   －   － 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

次へ 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）    

貸倒引当金繰入限度超過額 291百万円

賞与引当金繰入限度超過額 205 

退職給付引当金超過額 114 

役員退職慰労引当金超過額 92 

減損損失累計額 84 

その他 599 

繰延税金資産小計 1,387 

評価性引当金 △109 

繰延税金資産合計 1,278 

（繰延税金負債）    

固定資産圧縮積立金 △58 

その他有価証券評価差額金 △1,509 

前払年金費用 △245 

繰延税金負債合計 △1,813 

繰延税金負債の純額 △534 

表示区分：流動資産 577百万円

固定資産 66 

流動負債 － 

固定負債 1,179 

（繰延税金資産）    

貸倒引当金 215百万円

賞与引当金 210 

退職給付引当金 66 

役員退職慰労引当金 92 

減損損失累計額 200 

その他 569 

繰延税金資産小計 1,353 

評価性引当金 △437 

繰延税金資産合計 915 

（繰延税金負債）    

固定資産圧縮積立金 53 

その他有価証券評価差額金 1,625 

前払年金費用 151 

繰延税金負債合計 1,830 

繰延税金負債の純額 △915 

表示区分：流動資産 594百万円

固定資産 66 

流動負債 － 

固定負債 1,575 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

（調整）    

欠損金子会社の未認識税務利益 1.3 

交際費等損金不算入項目 4.4 

受取配当金等益金不算入項目 △0.9 

法人住民税均等割額 1.3 

持分法による投資利益 △0.5 

評価性引当金の増加額 5.0 

再評価に係る繰延税金資産の戻

入  

5.6 

その他 0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
56.9 

法定実効税率 40.4％

（調整）    

欠損金子会社の未認識税務利益 △2.7 

交際費等損金不算入項目 3.4 

受取配当金等益金不算入項目 △1.0 

法人住民税均等割額 1.1 

持分法による投資利益 △0.7 

評価性引当金の増加額 7.7 

修正申告 4.2 

その他 1.3 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
53.7 

（注）「再評価に係る繰延税金資産の戻入」は、減損処

理を行った部分に係る土地再評価差額金を取り崩し

たのに伴い処理した金額に係るものであります。 

 



（セグメント情報） 

事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、販売商品の種類及び形態を考慮して区分しています。 

２．各区分に属する主要商品及び販売形態 

 
医薬品事業 
（百万円） 

調剤薬局・介護
用品事業 

（百万円） 

コンピュータ
事業他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 141,583 6,594 1,824 150,002 － 150,002 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
3,745 7 264 4,017 (4,017) － 

計 145,328 6,602 2,088 154,019 (4,017) 150,002 

営業費用 143,803 6,334 2,056 152,193 (4,023) 148,170 

営業利益 1,525 268 32 1,825 (△6) 1,832 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
           

資産 82,138 2,742 961 85,842 (1,902) 83,940 

減価償却費 445 127 4 577 (16) 561 

減損損失  240 － － 240 － 240 

資本的支出 495 74 18 589 (17) 571 

事業区分  

医薬品事業 
医療用医薬品・一般用医薬品・医療機器等の卸売、農畜産用薬品の販

売 

調剤薬局・介護用品事業 調剤薬局、介護用品等のレンタル、介護・福祉コンサルティング 

コンピュータ事業他 
コンピュータ・ソフトウェアの開発・販売及び計算業務の受託、保険

代理店、ＳＰＤ（院内物流）、新規開業支援 



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、販売商品の種類及び形態を考慮して区分しています。 

２．各区分に属する主要商品及び販売形態 

所在地別セグメント情報 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支

店がないため、該当事項はありません。 

海外売上高 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

 
医薬品事業 
（百万円） 

調剤薬局・介護
用品事業 

（百万円） 

コンピュータ
事業他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 141,820 6,639 1,551 150,010 － 150,010 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
4,726 9 322 5,057 (5,057) － 

計 146,546 6,648 1,873 155,068 (5,057) 150,010 

営業費用 144,772 6,530 1,825 153,127 (5,085) 148,042 

営業利益 1,774 118 48 1,940 (△27) 1,968 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
           

資産 82,628 2,753 792 86,174 (1,730) 84,443 

減価償却費 428 90 6 525 (19) 506 

減損損失  23 － － 23 － 23 

資本的支出 148 10 0 159 (21) 137 

事業区分  

医薬品事業 
医療用医薬品・一般用医薬品・医療機器等の卸売、農畜産用薬品の販

売 

調剤薬局・介護用品事業 調剤薬局、介護用品等のレンタル、介護・福祉コンサルティング 

コンピュータ事業他 
コンピュータ・ソフトウェアの開発・販売及び計算業務の受託、保険

代理店、ＳＰＤ（院内物流）、新規開業支援 



（関連当事者との取引） 

 （注） 上記(1）～(3）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。 

次へ 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 

（百万円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

（％） 

関係内容 
取引の
内容 

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）役員の兼
任等 

事業上の関
係 

親会社 

㈱ほくや
く・竹山
ホールデ
ィングス 

札幌市 
中央区 

－ 
持株会
社 

(被所有)
直接 100.0 

兼任
７名  

持株会社

経営指導
料  
業務委託
料  
配当金  
社屋賃貸

127 

120 

154 
13 

－ 

－  

－  
－  

－ 

－ 

－ 
－ 

(2) 関係会社 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 

（百万円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

（％） 

関係内容 
取引の
内容 

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）役員の兼
任等 

事業上の関
係 

関係会社 
㈱アグロ
ジャパン 

新潟県 
新潟市 

90 卸売業 
(所有)
直接 44.4 

－ 販売及び仕入
売上
仕入 
社屋賃貸

205 
0 

16 

売掛金 
買掛金  
－  

62
0 

－ 

(3) 兄弟会社等 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 

(百万円)

事業の
内容又
は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

(％) 

関係内容 
取引の
内容 

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円） 役員の
兼任等 

事業上の関
係 

親会社
の子会
社 

㈱竹山 
札幌市 
東区  

48 卸売業 なし
兼任
２名 

相互の卸売
商品の売買 

売上
仕入 
社屋賃貸

41 
68 
15 

売掛金 
買掛金 

－ 

16
26 
－ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額   1,457円90銭 

１株当たり当期純利益 31円06銭 

１株当たり純資産額   1,501円36銭 

１株当たり当期純利益 45円26銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 734 997 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 58 － 

（うち利益処分による取締役賞与金） (58)  (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 675 997 

期中平均株式数（株） 21,757,247 22,052,091 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

株式移転による完全親会社の設立について 

  当社は、平成18年6月28日開催の第57回定時株主総会

において、株式会社竹山と共同して、株式移転の方法に

より完全親会社（共同持株会社）を設立することについ

て承認を受けました。 

  なお、株式会社竹山におきましても、平成18年6月

29日開催の第61回定時株主総会において、当該完全親会

社を設立することについて承認を受けております。 

  株式移転を行う理由および設立する株式移転設立完

全親会社の概要等は以下のとおりであります。 

 １．株式移転を行う理由 

    当社は、従来より業務提携関係にあった医療機器

卸売事業を営む株式会社竹山との間において、医療

用医薬品・医療機器市場全体を網羅するヘルスケア

流通業へ「業態転換」を果たし、患者さんの視点で

事業を強化することにつき合意に達しました。 

    この合意の趣旨に従い、当社は、会社法第772条に

従い株式会社竹山と共同して完全親会社として「株

式会社ほくやく・竹山ホールディングス」を設立

し、当社および株式会社竹山はその完全子会社とな

ることといたしました。 

    当社および株式会社竹山は、この完全子会社化に

より、両社それぞれが有する強い顧客基盤と医療用

医薬品・医療機器のノウハウをもって医療機関同士

の連携が進む市場の変化に対応し、「品揃えの充実

による医療機関の利便性向上」「お得意様である医

療機関に対する多角的な情報提供」「財務体質の強

化」等の経営上のメリットを追求してまいります。 

―――――――――― 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ２．設立する株式移転設立完全親会社の概要等 

 （1）商号 

     株式会社ほくやく・竹山ホールディングス（英文

名：HOKUYAKU TAKEYAMA Holdings, Inc.） 

 （2）事業内容 

     株式を所有することによる子会社の事業活動の支

配・管理 

 （3）本店所在地 

     北海道札幌市中央区北11条西14丁目1番1号 

 （4）両社の株主に対する株式の割合 

     株式移転に伴い両社の株主に割り当てられる「株

式会社ほくやく・竹山ホールディングス」の株式

の数は、以下の割合とします。 

   ・当社株主  

     当社株式1株につき「株式会社ほくやく・竹山ホ

ールディングス」株式1株 

   ・株式会社竹山株主 

     株式会社竹山株式1株につき「株式会社ほくや

く・竹山ホールディングス」株式4.75株 

 （5）資本金および準備金 

     資本金 10億円 

     準備金 10億円 

 （6）株式移転設立完全親会社の設立日 

     平成18年9月29日 

なお、設立登記についても同日に行う予定です。

ただし、株式移転手続の進行に関し、必要あると

きは、二社協議のうえ変更することができます。

 （7）利益配当の限度額 

  ① 当社は、平成18年3月31日の最終の株主名簿に記載

された株主または登録質権者に対し、総額

120,717,870円（1株につき5.25円）を限度として

利益配当金を支払うことができるものとします。 

竹山は、平成18年3月31日の最終の株主名簿に記載

された株主または登録質権者に対し、総額

1,632,000円（1株につき1.7円）を限度として利益

配当金を支払うことができるものとします。 

  ② 当社は、株式移転期日の前日の最終の株主名簿に

記載された株主または登録質権者に対し、総額

120,717,870円（1株につき5.25円）を限度として

余剰金の配当を行うことができるものとします。 

竹山は、株式移転期日の前日の最終の株主名簿に

記載された株主または登録質権者に対し、総額

2,400,000円（1株につき2.5円）を限度として剰余

金の配当を行うことができるものとします。 

  

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （8）株式移転設立完全親会社の取締役および監査役 

     取締役      眞鍋 雅昭 

    取締役      茂野  護 

    取締役      眞鍋 雅信 

    取締役      竹山 茂樹 

    取締役      高田 忠平 

    取締役      巌  友弘 

    取締役      小酒井重久 

    取締役（社外）  鈴木  賢 

    取締役（社外）  吉村 恭彰 

    監査役      笹生 洵也 

    監査役      林  利弘 

    監査役（社外）  坪沼 一成 

    監査役（社外）  石川 和義 

 （9）共同して株式移転設立完全親会社を設立する株式会

社竹山の概要（平成18年3月31日現在） 

  ① 事業内容    医療機器・理化学機械等の卸売 

  ② 設立年月    昭和12年4月 

  ③ 本店所在地   北海道札幌市東区北6条東2丁目2

番15号 

  ④ 代表者     代表取締役社長 竹山 哲夫 

  ⑤ 資本金     48百万円 

  ⑥ 株主資本    2,684百万円 

  ⑦ 総資産     15,773百万円 

  ⑧ 従業員     380名 

  



⑤ 連結附属明細表 

社債明細表 

 該当事項はありません。 

借入金等明細表 

 （注）１．平均利率を算定する際の利率及び残高は期末時点のものであります。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 23 16 3.1 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 39 23 3.0 平成20年～22年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 62 39 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 15 7 － － 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．株券喪失登録の手数料は次のとおりであります。 

喪失申請登録の申請  申請１件につき     10,000円 

 株券１枚につき      500円 

２．当社定款の定めにより、単元未満株式は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に

応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利、取得請求権付株式の取得を請求する権利

並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。  

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 500株券 1,000株券 10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 

３月３１日 

１単元の株式数 ５００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL  

http://www.hokutake.co.jp/  

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）半期報告書 

 （第１期中）（自 平成18年９月29日 至 平成18年９月30日）平成18年12月28日に北海道財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１９年６月２８日

株式会社 ほくやく・竹山ホールディングス  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 後藤 道博  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 柴口 幹男  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石若 保志  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ほくやく・竹山ホールディングスの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ほくやく・竹山ホールディングス及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

    平成１９年６月２８日

株式会社 ほくやく・竹山ホールディングス  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 後藤 道博  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 柴口 幹男  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石若 保志  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ほくやく・竹山ホールディングスの平成１８年９月２９日から平成１９年３月３１日までの第１期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ほくやく・竹山ホールディングスの平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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